
2021年4月1日

岐阜労働局 恵那労働基準監督署

宿泊業の現状と課題 ー労務管理に関する自主点検結果ー
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• 実施時期 2024年6～7月

• 対象事業場数 238事業場（岐阜県内の宿泊施設）

• 有効回答数 173事業場（72.7％）

※無効な事業場番号 及び

重複した事業場番号(入力が古い方)を除く

①自主点検 実施概要
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②客室稼働率

稼働率が60％を下回る 事業場が45％。
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Q：年間で客室は何パーセントほど稼働していますか？



②人手不足（定着不足）

採用人数と退職人数が、ほぼ同水準。

採用した人が定着せずに退職してしまい、人手が増えていない ことが推測される。
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Q：令和５年度中に 採用 した労働者数は？
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Q：令和５年度中に 退職 した労働者数は？
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自主点検結果には、(1)賃金水準、(2)拘束時間、(3)繁閑差 の

宿泊業の３つの特徴 が 現れる。

③宿泊業の３つの特徴

賃金水準 繁閑差拘束時間1 32



③ - ( 1 )  賃金水準

県内の最低賃金額（950円／令和5年度）に近い時給額で働く労働者がいる事業場が

半数以上（52％）。
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Q：最も賃金額が低い労働者には、１時間あたりいくらを支払っていますか？

半数以上の事業場において、
令和6年10月からの最低賃金の引き上げが必要。



参考・令和６年1 0月１日からの最低賃金

岐阜県の令和6年度地域別最低賃金は「1,001 円（前年度＋51円）」

https://jsite.mhlw.go.jp/gifu-roudoukyoku/

content/contents/001624917.pdf

▶ 岐阜県最低賃金リーフレット



③ - ( 2 )  拘束時間

「中抜け」のある事業場が63％。また「一人夜警」のある事業場が32％。

宿泊業特有の長い拘束時間が、労働者の負担になっていることが推測される。
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Q：中抜け時間のある労働者は

いますか？

Q：一人体制で夜勤（いわゆる夜警）を

行う労働者はいますか？
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参考・拘束時間が長いときの注意点

中抜け時間や 夜警の仮眠時間を「休憩時間」と定めていたとしても、客観的には

使用者の指揮命令下に置かれているもの と評価される場合は「労働時間」に該当する。

• 労働者が１日の労働の過程において、

権利として労働から解放されることを

保障されている時間。

• 休憩時間に来客当番として待機させている

• 休憩時間に電話に出ることを義務付けている

• 仮眠時間に警報が鳴れば対応させている

⇒ 「労働時間」に該当するため

休憩時間とはならず、賃金の支払いが必要。

労働時間休憩時間

原則、夜警にも通常の賃金の支払いが必要。
最低賃金を下回る賃金（減額特例）を適用
するためには、行政官庁の許可が必要。



③ - ( 3 ) 繁閑差

繁忙期の人手不足 を感じる事業場が半数以上（55％）。

Q：労働者の過不足感についていかがでしょうか。（主観で構いません）
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不足している
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18%

余剰と感じている

1%



③ - ( 3 ) 繁閑差

１年間のうちで８月・10～11月が最も繁忙であるとの回答が多数。
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Q：令和5年度のうちで最も繁忙であったのは何月ですか？



③ - ( 3 ) 繁閑差

繁忙月に6日以上の連続勤務となっている事業場が 76％。

また、繁忙月に45時間を上回る時間外労働が生じている事業場が 27％。

Q：繁忙月に、最も連続して勤務を行った

労働者の連続勤務日数は？

Q：繁忙月に、最も労働時間が長かった

労働者の時間外労働時間は？

~45時間

73%
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2%
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58%

11～15日連続

10%

16日以上連続

9%

 ４分の３を上回る事業場において、
週２日間の休日が確保できていない労働者が発生。

 ４分の１を上回る事業場において、
原則的な月の労働時間上限（45時間）をオーバー。



参考・労災認定基準 “過労死ライン”

労働者に発症した脳・心臓疾患を労災認定する上での基本的な考え方として厚生労働省が示した

「脳・心臓疾患の認定基準」

 労働者が、脳内出血や心筋梗塞等の対象疾病を発症した場合に、

上記基準を超える時間外労働がある場合、業務と発症の関連性が強い と評価される。

 発症前2～6ヵ月間にわたっておおむね80時間

 発症前１ヵ月間におおむね100時間

▶ 脳・心臓疾患の労災認定 過労死等の労災補償Ⅰ

https://www.mhlw.go.jp/content/001004366.pdf



参考・労災認定基準 “過労死ライン”

宿泊業では、「労働時間以外の負荷」が問題となりやすく、要注意。時間外労働が水準時間を

超えない場合でも、労災と認定されることもありうる。

 前述の時間外労働の水準（100時間・80時間）には至らないが、これに近い時間外労働 が認め

られる場合には、特に他の負荷要因の状況を十分に考慮し、そのような時間外労働に加えて、

一定の 「労働時間以外の負荷」 が認められるときには、業務と発症との関連性が強いと評価で

きる。

【労働時間以外の負荷の例】

 拘束時間の長い勤務

 休日のない連続勤務

 勤務間インターバルが短い勤務

 不規則な勤務・交替制勤務・深夜勤務

１日の勤務時間終了後から、翌日の出社

までの間の時間。

一定時間以上の休息時間を確保すること

を制度化することが、健康やワーク・ラ

イフ・バランスの向上策として有効。

勤務間インターバル
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④監督指導結果との比較

令和5年4～7月に、高山署管内（高山市、下呂市、飛騨市、大野郡）の 19の旅館業 に対して

行った監督指導では、89.5％の事業場で労働条件に関する法令違反 が認められた。



④監督指導結果との比較 (労働時間 )

20

労働時間について、自主点検では概ね一定の管理がされているとの回答があったが、

監督指導では最も違反率が高かった（68.4％）。今一度、管理方法のチェックをされたい。

管理している

99%

管理していない

1%

労働時間の管理をしている 99％

（Q：労働者の労働時間について、管理を

行っていますか。）

自主点検結果 監督指導結果

違反が認められる

68.4%

違反なし

31.6%

労働時間に関する違反率 68％

⇒主な違反は36協定

 36協定の管理上のポイント
・管轄の労働基準監督署へは毎年届出が必要
（有効期間は最長「１年間」）

・協定した上限時間数を超えてはいけない
（超過して時間外労働をさせると違法）



④監督指導結果との比較 (割増賃金 )

21

割増賃金について、自主点検では概ね支払っている（または時間外等はない）との回答であった

が、監督指導ではおよそ半数の事業場で違反が認められた。

割増賃金を

支払っている or 時間外なし 99％

（Q：時間外労働、休日労働、深夜労働に対する割増

賃金の支払い状況についてお答えください。）

自主点検結果 監督指導結果

割増賃金に関する違反率 52％

支払って

いる

89%

支払っていない、又

は不足している

1%

時間外労働、休日労

働、深夜労働はない

10%

違反が認められる

52.6%

違反なし

47.4%

 割増賃金の管理上のポイント
・固定残業代を超過した分は支払いが必要
（労働時間数の適正な把握が重要）

・１か月60時間を超える時間外労働は
割増率UP（5割以上）

・割増賃金の基礎となる賃金から除外できる
ものは限られている

（①家族手当、②通勤手当、③別居手当、
④⼦⼥教育手当、⑤住宅手当、⑥臨時に支
払われた賃金、⑦１か月を超える期間ごと
に支払われる賃金のみ。他はすべて算入）



④監督指導結果との比較 (労働条件明示 )

22

労働条件の明示について、自主点検では書面交付により明示しているとの回答が92％であった

が、

監督指導では26％の事業場で違反が認められた。

書面交付により明示 92％

（Q：労働者の雇い入れ時に、賃金、労働時間

などの労働条件を明示していますか。）

自主点検結果 監督指導結果

労働条件明示に関する違反率 26％

書面を交付すること

により明示している

92%

口頭での説明により

明示している

8%

違反が

認められる

26.3%

違反なし

73.7%

 労働条件明示の管理上のポイント
・労働条件は書面で明示
（労働条件通知書を交付）

・2024年4月に法改正あり
（次のスライド）



参考・2 0 2 4年4月からの労働条件明示のルール変更

労働契約の締結・更新のタイミングの労働条件明示事項が追加された。

▶ リーフレット 2024年４月から労働条件明示のルールが変わりました
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001298245.pdf

▶ リーフレット 2024年４月から労働条件明示のルールが変わりました
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おわりに・人手不足の解消のカギは「定着率」

業界全体で賃金水準、拘束時間、繁閑差 の３つを解消して、宿泊業から他業種への労働者の流出

を防ぐこと。各事業者で 働きやすい労働環境を整備 して、人材の定着率を高めることが 必要。

人手不足 人が来ない

人が定着しない

・賃金水準

・拘束時間

・繁閑差

各事業者の
創意工夫により、

「人の定着率UP」
を目指そう



2021年4月1日制作協力


